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情報公表システムの入力上の注意点 

《サービスごとの記入要領もご確認ください。》 
 

【カテゴリ】法人等に関する事項 

  公立事業所については便宜上、事業所の設
立年月日と合わせてください。 

株式会社、有限会社、合同会社など
の場合は、法人等の種類では「その
他」ではなく、「営利法人」を選択し
てください。（その他は空欄です。） 

法人番号の有無について「法
人番号あり（非公開）」では
なく「法人番号あり」を選択
し、法人番号を入力してくだ
さい。（設立登記法人については

公表しないことはできないことと

なっています。） 

「町名・番地」欄に既に入力済みのデータ
が、建物名・部屋番号等まで入力されてい
る場合があります。その場合は恐縮です
が、建物名・部屋番号等の部分を次の「建
物名・部屋番号等」欄に入力し直していた
だくようお願いします。 

「なし」「あり」で選択する項目は必ずいず
れかを入力し、「あり」の場合に具体的内容
を記載する欄がある場合（ここではホーム
ページの URL）は、その内容を記入してくだ
さい。（空欄のままにしないこと。） 

代表者の職名とは、例えば株式会社なら
「代表取締役」、合同会社なら「代表社
員」、社会福祉法人なら「理事長」などを記
入します。（事業所での従業者の職名ではありま

せん。） 

法人が実施する各サービスの状況は、シス
テムで自動的に表示されます。 

ふりがな欄は「スペース」が入ると
入力できません。 

 

法人の所在地の「建物名・部屋番号
等」と連絡先の「ＦＡＸ番号」（未設
置の場合）が空欄の場合のみ、「未入
力あり」のマークでも可。その他は入
力要。 
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【カテゴリ】事業所等に関する事項 

  
ふりがな欄は「スペース」が入ると
入力できません。 

「町名・番地」欄に既に入力済みのデータ
が、建物名・部屋番号等まで入力されてい
る場合があります。その場合は恐縮です
が、建物名・部屋番号等の部分を次の「建
物名・部屋番号等」欄に入力し直していた
だくようお願いします。 

「なし」「あり」で選択する項目は必ずいず
れかを入力し、「あり」の場合に具体的内容
を記載する欄がある場合（ここでは電子メ
ールアドレスやホームページの URL）は、そ
の内容を記入してください。（空欄のままに
しないこと。） 

「指定年月日」も必ず入力してください。
（上の「事業開始年月日」と「指定年月
日」は同日としてください。） 

「更新年月日」は直近で更新したときの年
月日を記入します。したがって、指定を受
けてからまだ一度も更新していない事業所
は「空欄」としてください。 

「あり」「なし」のいずれか
を選択します。 

 

 

事業所の所在地の「建物名・部屋番号等」、連絡先
の「ＦＡＸ番号」（未設置の場合）、直近の「更新年
月日」（まだ更新していない場合）が空欄の場合及
び「資金収支計算書」が未添付の場合のみ、「未入
力あり」でも可。その他は入力要。 
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この他、サービスの種類に応じて、それぞれの入力項目があります。 

詳しくは障害福祉サービス等情報公表システム関係連絡板に掲載されている「記入要領」

をご確認ください。主なサービス別の項目について、その入力方法を解説します。 

項目 細目 入力内容 

運 

営 

形 

態 

共生型サー

ビス 

共生型サービスの指定を受けてい

る事業所は「あり」 

その他の事業所は「なし」 

単独型 単独で実施している場合は「あり」 多機能型で実施している事業所は

「なし」 

【生活介護】 

障害者施設 

施設入所支援を行っている障害者

施設は「あり」 

通所のみで行っている事業所は

「なし」 

生活介護の

み（通い） 

通所のみの事業所で、単独で生活

介護を実施している場合は「あり」 

通所のみの事業所で、多機能型実

施している場合は「なし」 

【短期入所】 

事業所等類型 

「空床利用型」「併設型」「単独型」「空床利用型・併設型」から届け出

ている類型を選択 

報酬区分 福祉型の場合、福祉型強化の届出

をしている事業所は「福祉型・福祉

型強化」を、その他は「福祉型」を

選択 

医療型の場合、無床診療所が実施

している事業所が「医療型特定」

を、その他は「医療型・医療型特定」

を選択 

【共同生活

援助】（外部サ

ービス利用型と

介護サービス包

括型の場合） 

「地域移行支援型ホーム」「地域移

行型ホーム」いずれにも該当しな

い場合には入力不要（空欄のまま） 

「地域移行支援型ホーム」または

「地域移行型ホーム」に該当の場

合には該当の選択肢を選択 

《これらは精神病院敷地内に設置を認

められた特例のホームを指します》 

貸借対照表と損益計算書の添付は必須です。（キャッシュフロー計算書は
作成義務がある法人のみ添付してください。） 

公表の範囲は、法人全体のものに加え、拠点ごと又はサービス区分ごと
の財務諸表を添付します。（拠点区分・サービス区分までの財務諸表を作
成していない場合は、後日示される予定の取扱いに従ってください。） 

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所については次の書
類の作成が義務付けられていますので、これも添付する必要がありま
す。（※） 

「就労支援事業事業活動計算書」 

「就労支援事業別事業活動明細書」 

なお、次の法人については添付する必要はありません。 

・社会福祉法人 

・設立後、まだ一度も決算を行っていない法人 

※ 就労支援等の事業に関する会計処理については、ウェルネットなごやに資料を掲載して
います。 

→ウェルネットなごやＴＯＰ > 事業者の方へ > 障害福祉サービス等の事業者指定・登
録・請求事務 > 関係通知その他参考情報 > 就労系サービスに関する通知等 > 就労支
援等の事業に関する会計処理の取扱いについて 
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【カテゴリ】従業者に関する事項 

 

     
 

 

配置すべき職種以外の欄は空白でよいた
め、「未入力あり」のマークで可。 

指定基準上、配置すべき職種
以外の欄については、配置し
ていない場合は「０人」と記
入せず、「空欄」としてくださ
い。 

配置すべき職種の欄で配置が
ない場合は「０人」を入力
し、当該職種の欄はすべて埋
めてください。 

４月末時点の実人員、常勤換
算人数（４月の実績値）を入
力します。 

今年度途中開始事業所はサー
ビス提供開始時点で記入して
ください。 

サービス管理責任者をホーム
ペルプのサービス提供責任者
と間違えないこと。 

また、「管理者」のこととも違
いますので注意してくださ
い。 
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例えば週 38時間 45分の場合、「38.75」のよう
に小数点第２位まで入力可能です。 

職種により常勤の従業者の勤務すべき時間数が
異なる場合は、主な職種の常勤の従業者の勤務
すべき時間数を記入してください。 

「利用実人員」は４月中に報酬請求した利用者
の実人員を記入してください。 

（４月中のサービス提供実績がない場合、今年
度途中事業開始事業所の場合は「空欄」として
ください。） 

４月末時点の実人員を入力し
ます。いない場合は「０人」
と入力して、すべての入力欄
を埋めてください。 

年度途中開始事業所はサービ
ス提供開始時点で記入してく
ださい。 

前年度の採用者数・退職者数は前年度 1年間の
人数を入力します。（前年度途中・今年度中に事
業開始した事業所は「空欄」です。） 

４月末時点の実人員を入力します。 

年度途中開始事業所はサービス提供開始
時点で記入してください。 

指定基準上、配置すべき職種以外の欄
については、配置していない場合は
「０人」と記入せず、「空欄」として
ください。 

配置すべき職種の欄で該当者がない場
合は「０人」を入力し、当該職種の欄
はすべて埋めてください。 

「経験年数」は、勤続年数とは異なり、報告年度の４月末時点にお
ける各職種での経験年数別の人数について記入します。例えば、４
月末時点に事務員として従事している方の経験年数を回答する場
合、これまで看護職員で５年従事したものの、その後、事務員とし
て３年の経験を有している場合、経験年数は３年になります。（勤続
年数のように、看護職員に従事した５年と事務員に従事した３年を
合算し、８年と回答しないこと。） 

なお、別の事業所（同一法人・他企業）で従事した経験年数があれ
ばその年数を含めて回答してください。 
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「なし」「あり」で選択する項目は必ずいず
れかを入力し、「あり」の場合にその内容を
簡潔でも結構ですので、必ず記入してくだ
さい。（空欄のままにしないこと。） 

該当者がない場合は「０人」
を入力し、修了者数の欄はす
べて埋めてください。 

サービスによって入力項目が一部異なります。 
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【カテゴリ】サービス内容に関する事項 

  主たる対象とする障害の種類を特定
している場合で、複数の障害の種類
に特定している場合は、選択肢の中
から、主とするもの１つを選択して
ください。 

サービスによって入力項目や加算が異
なります。 

詳しくは各サービスの記入要領を参照
してください。 

定休日に該当する場合は「空欄」で可。 

定休日がない場合は「空欄」とせず、「無
休」と記入してください。 

必要に応じて対応可能な時間帯等の留意事
項を記入してください。特になければ「空
欄」で可。 

 

「留意事項」等記入しなくてもよい欄が
あるため、「未入力あり」のマークでも可。 

ただし、「空欄」で可となっている項目以外は
すべて記入が必要です。 

訪問系事業所などにおいて、サービス提供
が可能な時間帯が 24 時間である場合には
「0:00～0:00」ではなく「0:00～23:59」
という表記で入力してください。 

報告年度の 4月中（4 月 1日から 4月 30日まで）の利
用者（報酬を請求を行った利用者）について、サービ
スを提供した 1日当たりの平均時間を算出し、記入し
てください。なお、ここでの報酬の請求を行ったと
は、4月中に報酬の請求事務を行った（3月中の利用
者）というように解釈しないこと。 
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             その他の医療的ケアを必要とする受入体制
が整備されている場合は、その内容を記入
してください。 

特になければ「空欄」で可。 
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サービス別の項目  
生活介護 

 

短期入所 

 

施設入所支援 

 

平均工賃（月額）は前年度 1年間の
実績を記入します。実績がない場合
は「０円」です。（前年度途中・今年
度中に事業開始した事業所は「空
欄」です。） 

４月末時点における長期利用者（31

日以上連続して利用している者）の
人数を記入します。実績がない場合
は「０人」です。（今年度中に事業開
始した事業所は「空欄」です。） 

ユニットケア（いくつかの居室が共
用空間を有する小グループを形成
し、居宅における生活に近い家庭的
な雰囲気の中でケアを行うこと）を
実施している場合は「あり」です。 
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共同生活援助 

 

自立訓練（生活訓練） 

 

就労移行支援 

 

 

「新規入居者数」と「退去者数」は前年度 1

年間の実績を記入します。実績がない場合
は「０人」です。（前年度途中・今年度中に
事業開始した事業所は「空欄」です。） 

「入居者の平均年齢」は４月末時点におけ
る入居者の状況を記入します。（今年度途中
に事業開始した事業所はサービス提供開始
時点の内容で記入します。） 

「個人単位居宅介護利用者の数」は４月末時
点における該当者の人数を記入します。該当
者がいない場合は「０人」です。（今年度途
中に事業開始した事業所はサービス提供開始
時点の内容で記入します。） 

「標準利用期間を超える利用者の数」は４月
末時点における該当者の人数を記入します。
該当者がいない場合は「０人」です。 

作業内容がよくわかるように具体的に記入してください。 

「平均工賃」～「工賃支払総額」は前年度 1年間
の実績を記入します。実績がない場合は「０円」
です。（前年度途中・今年度中に事業開始した事業
所は「空欄」です。） 

「一般就労までの平均利用期間」報告年度の 4月 30日か
ら遡って過去 6年間までに一般就労した方を対象とし、
まず各利用者のサービス利用を開始した日から一般就労
した日までの期間の月数（1月に満たない日数は算入し
ない。）を算出する。各利用者の月数の合計を、該当の利
用者数で割った月数（端数切り捨て）が平均利用期間と
なります。 

一般就労の実績がない場合は「空欄」です。 

「一般就労への移行者数」と「一般就労先での定着者
数」前年度途中・今年度中に事業開始した事業所は「空
欄」です。 

「移行率」の計算方法は、各年度における「①一般就労
に移行した人数／②サービスの利用を終了した累計人数
×100」（小数点第 2位以下四捨五入）とします。 

（②の分母については、サービスの利用期間を満了する
ことなく、サービスの利用を途中で終えた方も含めるこ
と。なお、本項目の分母は、各年度となりますが、以下
の質問項目「一般就労先での定着者数」の分母は、これ
までの累計人数となるため、考え方が異なることに留意
すること。） 
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就労継続支援 A型 

 

 

作業内容がよくわかるように具体的に記入し
てください。 

「平均賃金」「生産活動収入」「生産活動経
費」「賃金支払総額」は前年度 1年間の実績
を記入します。実績がない場合は「０円」
です。（前年度途中・今年度中に事業開始し
た事業所は「空欄」です。） 

「離職者数」「一般就労への移行者数」「一般就労先での
定着者数」は、前年度途中・今年度中に事業開始した事
業所は「空欄」です。 

「利用者数」は４月末時点における状況を
記入します。（今年度途中に事業開始した事
業所はサービス提供開始時点の内容で記入
します。利用者がいない場合は「０人」で
す。） 

「平均労働時間」は４月中の利用者の平均
労働時間（１日当たりの時間）を記入しま
す。（今年度途中に事業開始した事業所はサ
ービス提供開始月における実績で記入しま
す。利用者がいない場合は「空欄」です。） 

「定着者数」「定着率」は報告年度の 4月 30日時点から
過去 6年間までの方を対象とします。 

「定着者数」は報告年度の 4月 30日時点に、各利用者が
一般就労した日を起算として、各期間（就職後 6月、1

年、2年、3年）に達している人数を数えていきます。 

「定着率」は、各時点における「① ②のうち当該定着期
間に達している定着者数／② 一般就労してから各期間に
達している方の累計人数×100」を用いて計算します。 

詳しくは「よくある質問一覧（平成 30年 8月 14日現
在）」の新 3及び新 4の問をご覧ください。 

「移行率」の計算方法は、各年度における「①一般就労
に移行した人数／②サービスの利用を終了した累計人数
×100」（小数点第 2位以下四捨五入）とします。 

（②の分母については、サービスの利用期間を満了する
ことなく、サービスの利用を途中で終えた方も含めるこ
と。なお、本項目の分母は、各年度となりますが、以下
の質問項目「一般就労先での定着者数」の分母は、これ
までの累計人数となるため、考え方が異なることに留意
すること。） 
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就労継続支援 B型 

 

 

「退所者数」「一般就労への移行者数」「一般就労先での
定着者数」は、前年度途中・今年度中に事業開始した事
業所は「空欄」です。 

作業内容がよくわかるように具体的に記入し
てください。 

「平均工賃」～「工賃支払総額」は前年度 1

年間の実績を記入します。実績がない場合
は「０円」です。（前年度途中・今年度中に
事業開始した事業所は「空欄」です。） 

「定着者数」「定着率」は報告年度の 4月 30日時点から
過去 6年間までの方を対象とします。 

「定着者数」は報告年度の 4月 30日時点に、各利用者が
一般就労した日を起算として、各期間（就職後 6月、1

年、2年、3年）に達している人数を数えていきます。 

「定着率」は、各時点における「① ②のうち当該定着期
間に達している定着者数／② 一般就労してから各期間に
達している方の累計人数×100」を用いて計算します。 

詳しくは「よくある質問一覧（平成 30年 8月 14日現
在）」の新 3及び新 4の問をご覧ください。 

「移行率」の計算方法は、各年度における「①一般就労
に移行した人数／②サービスの利用を終了した累計人数
×100」（小数点第 2位以下四捨五入）とします。 

（②の分母については、サービスの利用期間を満了する
ことなく、サービスの利用を途中で終えた方も含めるこ
と。なお、本項目の分母は、各年度となりますが、以下
の質問項目「一般就労先での定着者数」の分母は、これ
までの累計人数となるため、考え方が異なることに留意
すること。） 

「定着者数」「定着率」は報告年度の 4月 30日時点から
過去 6年間までの方を対象とします。 

「定着者数」は報告年度の 4月 30日時点に、各利用者が
一般就労した日を起算として、各期間（就職後 6月、1

年、2年、3年）に達している人数を数えていきます。 

「定着率」は、各時点における「① ②のうち当該定着期
間に達している定着者数／② 一般就労してから各期間に
達している方の累計人数×100」を用いて計算します。 

詳しくは「よくある質問一覧（平成 30年 8月 14日現
在）」の新 3及び新 4の問をご覧ください。 
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訪問系・相談支援以外のサービス  
  

地下がない場合は「０階」と記
入してください。 

リフト車両の他の形態の車両
（例えば回転（スライド）シー
ト車やストレッチャー移動車な
どリフト付き車両以外の福祉車
両をいいます。）がある場合は
「ある」を選択し、その内容を
記入してください。 

該当車両がない場合は「なし」
を選択してください。 

「便所」「浴室」について該当の
設備がない場合は「０か所」を
記入してください。 

浴室の設備等について留意すべ
き事項がある場合は記入してく
ださい。特になければ「空欄」
で可。 

グループホームにおいては主な住居１か所につ
いて記入してください。 

その他の設備等がある場合は
「あり」を選択し、その場合は
その名称も記入してください。 



  (H30.9.5 Ver.2) 

14 

 

 
    

当年度４月中の実利用人数を入力し
ます。該当者がない場合は「０人」
とします。年度途中開始事業所は
「空欄」としてください。 

障害児については、「支援区分なし」
に実人数を記入してください。 

定休日に該当する場合は「空欄」で可。 

定休日がない場合は「空欄」とせず、「無
休」と記入してください。 

必要に応じて対応可能な時間帯等の留意事
項を記入してください。特になければ「空
欄」で可。 

苦情相談窓口の名称を記入してください。
名称がなければ「○○（事業所名）苦情相
談窓口」と記入します。 
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【カテゴリ】利用料に関する事項                          
 

 

すべての項目について入力が必要。 

したがって、ここは「入力済み」マー
クになる必要があります。 

「なし」「あり」は必ずいずれかを入力
し、「あり」の場合に「額及び算定方
法」について具体的内容を記入してくだ
さい。（空欄のままにしないこと。） 
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【カテゴリ】事業所運営に関する事項 

 

 

 

    
「なし」「あり」は必ずいずれかを入力
し、「あり」の場合に「具体的な方法」
を簡潔でも結構ですので、必ず記入して
ください。（空欄のままにしないこと。） 

 

 

前年度以前に指定を受けた事業所はすべての項目に
ついて入力が必要。 

したがって、ここは「入力済み」マークになる必要
があります。 

 

 

今年度指定を受けた事業所のみこのカ
テゴリの入力は不要なので、「未入力
あり」のマークで可。 
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【カテゴリ】システムからの連絡先    

 

すべての項目について入力が必要。 

したがって、ここは「入力済み」マー
クになる必要があります。 


